
森林経営管理制度（森林経営管理法）と
森林環境譲与税について

令和元年８月２日
日田市林業振興課

資料１



【森林経営管理制度とは】

・森林所有者が経営する意欲がなく、現状で引き受け手がな
い手入れ不足の育成林（人工林等）について、市町村が仲
介役となり、健全な状態に整備しようとする制度
・平成３０年５月に森林経営管理法が成立
・平成３１年４月から施行

【森林環境譲与税とは】

・森林経営管理制度（森林経営管理法）を踏まえ、市町村が行
う森林整備等に必要な財源に充てるため創設

・目的税となり、使途は法令で定める範囲内で、地方自治体に
一定の裁量。(1)市町村は①森林整備、②①を促進する人材
育成、木材利用、普及啓発 (2)県は市町村の支援等なり、そ
の範囲内で独自に事業を構築。

・平成３１年３月２７日に森林環境税及び森林環境譲与税に関
する法律が成立。平成３１年４月１日施行。
・平成３１年度中から地方自治体へ譲与開始予定
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経営管理を
委託

経営管理を
再委託

森林所有者
※所有者不明森林へも

対応

市町村

これまでは森林所有者自ら、
又は民間事業者に委託し経営管理

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

意欲と能力のある
林業経営者

市町村が自ら管理

意向を
確認

経営管理が行われていない森林について
市町村が仲介役となり森林所有者と担い手と繋ぐシステムを構築

新たな制度を追加

森林経営管理制度（新たな森林管理システム）とは
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森林所有者 経営者 森林整備の財源 森林経営の方向

経営意欲あり
森林所有者自ら・経
営委託先事業者

通常の公共事業
等の補助事業

森林経営の集積・集
約化、路網整備を進
めて、林業的利用を
積極展開（人工林と
して維持）

経営意欲なし

市町村が再委託
した事業者

市町村 森林環境譲与税
管理コストが低い針
広混交林等へ誘導

森林経営管理制度と森林環境譲与税の概念図

注：森林環境譲与税の使途は森林経営管理法に基づく森林整備に限られたものではなく、森林環境税

及び森林環境譲与税に関する法律第34条第1項において、市町村は森林の整備に関する施策、森

林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利

用の促進その他の森林の整備の促進に関する施策に要する費用に充てなければならないとされて

いる。

森林経営管理法
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森林経営管理制度（森林経営管理法）の仕組み

注１ ：「意向調査対象森林」とは、施業履歴や森林の現況等から、森林のもつ機能の発揮の観点から経営管理が行われていない
未整備森林。

注２ ：「経営管理権」とは、立木の伐採及び木材の販売、造林並びに保育等を一定期間のあいだ行う権利であり、市町村が意向調
査を経て森林所有者から取得

注３：「経営管理実施権」とは、市町村の委託を受けて伐採等を実施する権利であり、林業経営者に設定する権利。

注４：市町村は経営管理集積計画や経営管理実施権配分計画において、具体的な経営期間や施業の内容、金銭の授受（販売経
費と経営経費を算定）等を規定。

森
林
所
有
者

経
営
管
理
の
責
務
を
明
確
化

（適
時
の
伐
採
・造
林
・保
育
の
実
施
）

経営管理権

市
町
村

林業経営に適した森林

林業経営を再委託
できない森林

意欲と能力のある林業経営者
に経営を再委託し、森林整備

市町村が一定期間経営し、森
林整備（森林整備は請負）
（※市町村森林経営管理事業）

意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者

経営管理実施権

経営管理集積計画

経営管理受益権

経営管理実施権
配分計画

都道府県

・基準を作成
・公募・選定

経営管理受益権

経営管理意向調査

意向調査対象
森林の設定
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所有者が不明な森林等に係る特例

所有者不明森林共有者不明森林

不明者の探索
（相当な努力が払われたと認められるものとして政令で定める方法）

経営管理集積計画の公告
（森林整備の内容に加え、不明者に係る森林の所在地等）

都道府県知事の裁定

経営管理権を市町村が取得
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7
※大分県ホームページより



森林環境税及び森林環境譲与税の仕組み

令和６年度から施行 平成３１年度から施行

8



 譲与総額：森林環境税の全額に相当する額 （全国ベースで約600億円）

 譲与団体：市町村 及び 都道府県

 使 途：（市町村）間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及

啓発等の森林整備及びその促進に関する費用

（都道府県）森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用

 譲与基準：（市町村）総額の9割に相当する額を私有林人工林面積(5/10),

林業就業者数(2/10),人口(3/10)で按分

（都道府県）総額の1割に相当する額を市町村と同様の基準で案分

 森林環境税の徴収が始まるまでの令和5年度までは、交付税及び譲与税配布金

特別会計における借入金により、地方自治体へ配分する。

 日田市への譲与見込額 (大分県内で最多)

森林環境譲与税について
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Ｒ元～３ Ｒ４～６ Ｒ７～10 Ｒ11～14 Ｒ15以降

市譲与税見込 82,962千円 124,441千円 176,292千円 228,143千円 279,994千円
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森林環境譲与税の各年度の譲与額と市町村及び都道府県に対する譲与割合及び基準

森林環境税



【森林環境譲与税の活用に当たっての基本的考え方】

①森林が多い大分県は、森林整備に直結する使途を優先的に検討することが

重要（東京23区等山がない地域は木材利用）

②市町村が包括的な目的の中で、地域の事情に応じて事業内容を構築（事業

要件等は自ら整理）

③具体的な使途は公表義務あり（増税に対する国民への説明責任、マスコミの

関心あり）

④目的税については会計検査の可能性あり

⑤未整備森林の整備につながる事業であることを整理することが適当

⑥主伐から再造林という通常の森林施業に係るものは既存事業の活用が前提

⑦森林環境譲与税による整備は全額公費でありモラルハザード防止のため、

森林整備に伴う収益は森林所有者に戻らないことが基本（ただし、林業経営が成り立

たない条件不利地での事業であり、伐採収入が事業経費を上回ることは通常考えられない）
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①森林整備
間伐、路網整備、里山林整備、所有者の意向調査、境界画定など

②人材育成・担い手確保
各種研修の実施、研修機材等の整備、安全装備への支援、就業環境の改善など

③木材利用の促進
木造公共施設や木質内装化、木製家具等の整備及び補助、公共施設の燃料とし
ての木・竹材の調達・利用など

④普及啓発
森林・林業に関する学習・体験活動、植樹・育樹活動、交流活動など

⑤市町村の実行体制整備
専門職員の雇用又は業務委託、協議会の設置・運営など

【優先順位】
【高】①森林整備、⑤市町村の実行体制整備
【中】②人材育成・担い手確保
【低】③木材利用の促進、④普及啓発

【森林環境譲与税の使途のイメージ】
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